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青山 繁晴（自民） 藤 嘉隆（ ※ ） 安達 澄（ 無 ）
（2.3.5 現在）

※ 立憲・国民．新緑風会・社民

（１）審議概観

第201回国会において本委員会に付託さ

れた案件は、内閣提出法律案５件（うち

本院先議１件）であり、いずれも可決し

た。また、本委員会付託の請願15種類116

件は、いずれも保留とした。

〔法律案の審査〕

少額の分割後払い規制の導入等 割賦販

売法の一部を改正する法律案は、情報技

術の進展に伴い、近年、高度な技術的手

法を用いた新たな与信審査が可能となっ

ているとともに、電子商取引の拡大によ

り、少額の包括信用購入あっせんに係る

取引が増加している状況に鑑み、新たな

手法により与信審査を行う事業者の認定

制度及び少額の包括信用購入あっせんを

行う事業者の登録制度の創設を行い、あ

わせて、決済方法の多様化を踏まえてク

レジットカード番号等の適切な管理を行

うべき者の対象を拡大する等の措置を講

じようとするものである。

委員会においては、少額包括信用購入

あっせん業者の登録制度を創設する意義、

新たな審査手法の認定等に係る過剰与信

の防止に向けた実効性確保の在り方、カー

ド決済等に係る消費者被害の防止やセ

キュリティ対策の強化に向けた更なる取

組の必要性等について質疑が行われ、全

会一致をもって可決された。なお、本法

律案に対して、附帯決議を行った。

５Ｇ・ドローンの開発供給及び導入の促

進、デジタルプラットフォームに係る規

制等 特定高度情報通信技術活用システ

ムの開発供給及び導入の促進に関する法

律案は、国民生活等の基盤となる特定高

度情報通信技術活用システムの開発供給

等がサイバーセキュリティを確保しつつ

適切に行われることが我が国の産業基盤

を整備する上で重要であることに鑑み、

同システムの開発供給等の促進に関する

指針の策定、同システムの開発供給等に

係る計画の認定制度の創設等の措置を講

じようとするものである。

特定デジタルプラットフォームの透明

性及び公正性の向上に関する法律案は、

デジタルプラットフォーム提供者の自主

性及び自律性に配慮しつつ、商品等提供

利用者等の利益の保護を図ることが課題

となっている状況に鑑み、特定デジタル

プラットフォーム提供者の指定、同提供

者による提供条件等の開示、特定デジタ



ルプラットフォームの透明性及び公正性

についての評価等の措置を講じようとす

るものである。

委員会においては、両法律案を一括し

て議題とし、参考人から意見を聴取する

とともに、特定高度情報通信技術活用シ

ステムに係る認定基準の在り方、中小企

業や地方における５Ｇ等の導入促進に向

けた支援拡充の必要性、特定デジタルプ

ラットフォームの指定に係る対象範囲の

在り方、デジタルプラットフォームに対

する規制の実効性確保の方策、我が国企

業の競争力強化や経済安全保障に対応し

た産業政策の重要性等について質疑が行

われた後、日本共産党から特定デジタル

プラットフォームの透明性及び公正性の

向上に関する法律案に対し、特定デジタ

ルプラットフォーム提供者の遵守事項の

追加等を内容とする修正案が提出された。

討論の後、順次採決の結果、特定高度情

報通信技術活用システムに関する法律案

は多数をもって可決され、特定デジタル

プラットフォームに関する法律案につい

ては、修正案は賛成少数をもって否決さ

れ、原案は全会一致をもって可決された。

なお、両法律案に対して、それぞれ附帯

決議を行った。

送配電事業者の災害時連携、ＦＩＰ制度

の創設等 強靱かつ持続可能な電気供給

体制の確立を図るための電気事業法等の

一部を改正する法律案は、強靱かつ持続

可能な電気供給体制の確立を図るため、

一般送配電事業者による災害時連携計画

策定の義務化、配電事業の許可制度の創

設、再生可能エネルギー電気の取引につ

いて、市場価格に一定のプレミアムを上

乗せして交付する制度の創設、緊急時に

おける独立行政法人石油天然ガス・金属

鉱物資源機構への発電用燃料の調達業務

の追加等の措置を講じようとするもので

ある。

委員会においては、参考人から意見を

聴取するとともに、電力システム改革の

評価と課題、災害時の事業者間連携に係

る課題、送配電網の強靱化に向けた投資

や人材確保の必要性、再生可能エネルギー

の主力電源化に向けた課題と今後の取組、

経済安全保障の観点からの資源確保の必

要性等について質疑が行われ、討論の後、

多数をもって可決された。なお、本法律

案に対して、附帯決議を行った。

中小企業の事業承継の円滑化等 中小企

業の事業承継の促進のための中小企業に

おける経営の承継の円滑化に関する法律

等の一部を改正する法律案は、中小企業

による事業承継の円滑化を図るため、信

用保証協会による保証について経営者の

個人保証を求めない保証の創設、経営力

向上計画及び地域経済牽引事業計画にお

ける事業承継支援並びに代表者交代に伴

う事業承継に関する支援体制の整備等の

措置を講じようとするものである。

委員会においては、中小企業の事業承

継支援の在り方、経営者保証の解除に向

けた支援の促進に関する今後の取組、中

小企業の利便性向上のための各種計画制

度の見直しの意義等について質疑が行わ

れ、全会一致をもって可決された。なお、

本法律案に対して、附帯決議を行った。

〔国政調査等〕

３月５日、経済産業行政等の基本施策

に関する件について梶山経済産業大臣・

国務大臣（産業競争力担当、国際博覧会

担当、ロシア経済分野協力担当、原子力

経済被害担当）・内閣府特命担当大臣（原

子力損害賠償・廃炉等支援機構）から所

信を、令和元年における公正取引委員会



の業務の概略に関する件について杉本公

正取引委員会委員長から説明を聴取した。

３月10日、経済産業行政等の基本施策

に関する件及び公正取引委員会の業務に

関する件について調査を行い、新型コロ

ナウイルス感染症に関する第２弾の緊急

対応策に盛り込まれる具体的な支援措置

の内容、次期エネルギー基本計画におけ

る石炭火力発電の位置付けの方向性、自

治体連携型補助金に関する運用改善の必

要性、サポカー補助金の対象年齢の引下

げと高齢運転者の事故防止に向けた検討

の必要性、ものづくり補助金を始めとす

る中小企業向け補助金の申請手続の簡便

化や使い勝手の改善に取り組む必要性、

高校生の二輪・原付免許の取得に係る各

都道府県における指導方針と交通安全教

育に対する考え方、新型コロナウイルス

感染症による影響を受けた中小企業への

社会保険料の納付猶予等を積極的に認め

る必要性、フリーランスに対する支援策

を厚生労働省と連携して進めていくこと

に関する経済産業大臣の所見等について

質疑を行った。

３月18日、予算委員会から委嘱された

令和２年度経済産業省所管予算等の審査

を行い、新型コロナウイルス感染症の影

響を受けている中小企業への支援を行う

商工会・商工会議所におけるマンパワー

不足への対応、関西電力の金品受領事案

に関する報告の受け止めと業務改善命令

の内容、イベントの中止や延期により甚

大な影響を受けている小規模事業者に対

し資金繰り支援に加えて補助金等の支援

を行う必要性、海洋資源探査の市場開拓

に向けての民間企業支援の必要性、今後

の商工中金の役割・位置付けに対する考

え方、東京電力福島第一原子力発電所事

故に係るＡＬＰＳ処理水について国民全

体で議論を行う必要性、今後の経済対策

としての消費税率引下げの可能性、ＩＣ

Ｔ教育の普及に向けた経済産業省と文部

科学省の連携の状況等について質疑を

行った。

（２）委員会経過

○令和２年３月５日(木)（第１回）

経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調

査を行うことを決定した。

経済産業行政等の基本施策に関する件につい

て梶山国務大臣から所信を聴いた。

令和元年における公正取引委員会の業務の概

略に関する件について杉本公正取引委員会委

員長から説明を聴いた。

○令和２年３月10日(火)（第２回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

経済産業行政等の基本施策に関する件及び公

正取引委員会の業務に関する件について梶山

国務大臣、牧原経済産業副大臣、中野経済産

業大臣政務官、佐々木文部科学大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

太田房江君（自民）、浜野喜史君（※）、小

沼巧君（※）、竹内真二君（公明）、三浦信

祐君（公明）、石井章君（維新）、岩渕友君

（共産）、安達澄君（無）

○令和２年３月18日(水)（第３回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

参考人の出席を求めることを決定した。

令和二年度一般会計予算（衆議院送付）

令和二年度特別会計予算（衆議院送付）

令和二年度政府関係機関予算（衆議院送付）

（内閣府所管（公正取引委員会）及び経済産

業省所管）について梶山経済産業大臣及び杉

本公正取引委員会委員長から説明を聴いた

後、同大臣、衛藤内閣府特命担当大臣、牧原



経済産業副大臣、遠山財務副大臣、宮本経済

産業大臣政務官、神田内閣府大臣政務官、中

野経済産業大臣政務官、杉本公正取引委員会

委員長、政府参考人及び参考人株式会社商工

組合中央金庫代表取締役社長関根正裕君に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

加田裕之君（自民）、浜野喜史君（※）、須

藤元気君（※）、新妻秀規君（公明）、石井

章君（維新）、岩渕友君（共産）、ながえ孝

子君（碧水）、安達澄君（無）

本委員会における委嘱審査は終了した。

○令和２年５月７日(木)（第４回）

理事の補欠選任を行った。

割賦販売法の一部を改正する法律案（閣法第

39号）について梶山経済産業大臣から趣旨説

明を聴いた。

○令和２年５月12日(火)（第５回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

割賦販売法の一部を改正する法律案（閣法第

39号）について梶山経済産業大臣、遠山財務

副大臣、松本経済産業副大臣、宮本経済産業

大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行っ

た後、可決した。

〔質疑者〕

阿達雅志君（自民）、小沼巧君（※）、 藤

嘉隆君（※）、竹内真二君（公明）、石井章

君（維新）、岩渕友君（共産）、ながえ孝子

君（碧水）、安達澄君（無）

（閣法第39号）

賛成会派 自民、※、公明、維新、共産、

碧水、無（安達澄君）

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○令和２年５月14日(木)（第６回）

特定高度情報通信技術活用システムの開発供

給及び導入の促進に関する法律案（閣法第22

号）（衆議院送付）

特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律案（閣法第23号）

（衆議院送付）

以上両案について梶山経済産業大臣から趣旨

説明を聴いた。

○令和２年５月19日(火)（第７回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

特定高度情報通信技術活用システムの開発供

給及び導入の促進に関する法律案（閣法第22

号）（衆議院送付）

特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律案（閣法第23号）

（衆議院送付）

以上両案について梶山経済産業大臣、松本経

済産業副大臣、宮本経済産業大臣政務官、杉

本公正取引委員会委員長及び政府参考人に対

し質疑を行った。

〔質疑者〕

高橋はるみ君（自民）、須藤元気君（※）、

小沼巧君（※）、竹内真二君（公明）、新妻

秀規君（公明）、石井章君（維新）、岩渕友

君（共産）、ながえ孝子君（碧水）、安達澄

君（無）

また、両案について参考人の出席を求めるこ

とを決定した。

○令和２年５月21日(木)（第８回）

特定高度情報通信技術活用システムの開発供

給及び導入の促進に関する法律案（閣法第22

号）（衆議院送付）

特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律案（閣法第23号）

（衆議院送付）

以上両案について次の参考人から意見を聴い

た後、各参考人に対し質疑を行った。

〔参考人〕

東京大学大学院情報学環教授 中尾彰宏君

東京大学未来ビジョン研究センター特任教

授 鈴木真二君

東京都立大学大学院法学政治学研究科教授

伊永大輔君

駒澤大学名誉教授 福家秀紀君

〔質疑者〕

阿達雅志君（自民）、 藤嘉隆君（※）、新

妻秀規君（公明）、石井章君（維新）、岩渕

友君（共産）、ながえ孝子君（碧水）、安達

澄君（無）



○令和２年５月26日(火)（第９回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

特定高度情報通信技術活用システムの開発供

給及び導入の促進に関する法律案（閣法第22

号）（衆議院送付）

特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律案（閣法第23号）

（衆議院送付）

以上両案について梶山経済産業大臣、松本経

済産業副大臣、木村総務大臣政務官、宮本経

済産業大臣政務官、杉本公正取引委員会委員

長及び政府参考人に対し質疑を行い、特定高

度情報通信技術活用システムの開発供給及び

導入の促進に関する法律案（閣法第22号）（衆

議院送付）について討論の後、いずれも可決

した。

〔質疑者〕

加田裕之君（自民）、小沼巧君（※）、 藤

嘉隆君（※）、竹内真二君（公明）、新妻秀

規君（公明）、石井章君（維新）、岩渕友君

（共産）、ながえ孝子君（碧水）、安達澄君

（無）

（閣法第22号）

賛成会派 自民、※、公明、維新、碧水、

無（安達澄君）

反対会派 共産

（閣法第23号）

賛成会派 自民、※、公明、維新、共産、

碧水、無（安達澄君）

反対会派 なし

なお、両案についてそれぞれ附帯決議を行っ

た。

○令和２年５月28日(木)（第10回）

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図

るための電気事業法等の一部を改正する法律

案（閣法第26号）（衆議院送付）について梶

山経済産業大臣から趣旨説明を聴いた。

○令和２年６月２日(火)（第11回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図

るための電気事業法等の一部を改正する法律

案（閣法第26号）（衆議院送付）について梶

山経済産業大臣、牧原経済産業副大臣、中野

経済産業大臣政務官、宮本経済産業大臣政務

官及び政府参考人に対し質疑を行った。

〔質疑者〕

青山繁晴君（自民）、浜野喜史君（※）、小

沼巧君（※）、三浦信祐君（公明）、石井章

君（維新）、岩渕友君（共産）、ながえ孝子

君（碧水）、安達澄君（無）

また、同法律案について参考人の出席を求め

ることを決定した。

○令和２年６月４日(木)（第12回）

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図

るための電気事業法等の一部を改正する法律

案（閣法第26号）（衆議院送付）について次

の参考人から意見を聴いた後、各参考人に対

し質疑を行った。

〔参考人〕

東京大学公共政策大学院院長 大橋弘君

ジャーナリスト・環境カウンセラー 崎田

裕子君

横浜国立大学大学院工学研究院教授 大山

力君

〔質疑者〕

高橋はるみ君（自民）、浜野喜史君（※）、

三浦信祐君（公明）、石井章君（維新）、岩

渕友君（共産）、ながえ孝子君（碧水）、安

達澄君（無）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図

るための電気事業法等の一部を改正する法律

案（閣法第26号）（衆議院送付）について梶

山経済産業大臣、牧原経済産業副大臣、宮本

経済産業大臣政務官及び政府参考人に対し質

疑を行い、討論の後、可決した。

〔質疑者〕

阿達雅志君（自民）、浜野喜史君（※）、小

沼巧君（※）、三浦信祐君（公明）、石井章

君（維新）、岩渕友君（共産）、ながえ孝子

君（碧水）、安達澄君（無）

（閣法第26号）

賛成会派 自民、※、公明、維新、碧水、

無（安達澄君）



反対会派 共産

なお、附帯決議を行った。

○令和２年６月９日(火)（第13回）

中小企業の事業承継の促進のための中小企業

における経営の承継の円滑化に関する法律等

の一部を改正する法律案（閣法第50号）（衆

議院送付）について梶山経済産業大臣から趣

旨説明を聴いた。

○令和２年６月12日(金)（第14回）

政府参考人の出席を求めることを決定した。

中小企業の事業承継の促進のための中小企業

における経営の承継の円滑化に関する法律等

の一部を改正する法律案（閣法第50号）（衆

議院送付）について梶山経済産業大臣、牧原

経済産業副大臣、宮本経済産業大臣政務官及

び政府参考人に対し質疑を行った後、可決し

た。

〔質疑者〕

藤嘉隆君（※）、須藤元気君（※）、石井

章君（維新）、岩渕友君（共産）、ながえ孝

子君（碧水）、安達澄君（無）

（閣法第50号）

賛成会派 自民、※、公明、維新、共産、

碧水、無（安達澄君）

反対会派 なし

なお、附帯決議を行った。

○令和２年６月17日(水)（第15回）

請願第25号外115件を審査した。

経済、産業、貿易及び公正取引等に関する調

査の継続調査要求書を提出することを決定し

た。

閉会中における委員派遣については委員長に

一任することに決定した。


